
茅ヶ崎市

平成３１年２月

決算審査における事業評価結果の

平成３１年度予算編成等への反映状況





30年度
予算額

31年度
予算額(案)

1 地域コミュニティ事業 拡充 26,539,000 19,954,000 1

2 ホノルル市・郡との姉妹都市提携交流事業 拡充

3 香川駅前出張所の運営
現状のまま
継続

8,693,000 8,638,000 2

4 ハマミーナ出張所の運営
現状のまま
継続

11,625,000 10,950,000 3

5 辻堂駅前出張所の運営
現状のまま
継続

15,088,000 14,872,000 4

6 屋内温水プールの管理・運営
現状のまま
継続

59,358,000 62,313,000 5

7 ハマミーナまなびプラザの管理運営事業
現状のまま
継続

65,584,000 91,992,000 6

8 外国人英語指導助手活用事業 拡充 25,013,000 25,490,000 7

9 精神保健対策等に関する事務 拡充 1,642,000 1,537,000 8

10 自殺対策等に関する事務 拡充 1,298,000 213,000 9

11 食品衛生知識の普及啓発
現状のまま
継続

103,000 103,000 10

12 一般介護予防事業 拡充 26,248,000 26,754,000 11

13 住環境整備事業 拡充 6,001,000 12,465,980 12

14 特別緑地保全地区等指定の推進
現状のまま
継続

38,397,000 22,342,000 13

15 公共サインガイドライン推進事業
現状のまま
継続

2,560,000 7,660,000 14

※平成31年度当初予算は骨格予算であり、本事業
　については当初予算に計上されていない経費が
　あるため、予算全体が確定した後に改めて報告
  をする予定です。

総 　　　　括 　　　　表

事業
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（単位：円）
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１　決算審査における事業評価結果

1

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 総務部　市民自治推進課

事業番号 事業名（実施計画） 　地域コミュニティ事業

１９，９５４，０００

事務事業 　地域コミュニティ事業

議会評価
1

拡充

　多様化する市民ニーズや諸問題に対応する
ために、市民と行政が協働する必要がある。
さらなる市民自治の成熟に必要不可欠な事業
であり、拡充とする。

附帯意見
　庁内横断的な支援体制の強化に取り組むべきである。また、残り１地区の協議会
の設立に努めるべきである。

平成３１年度
予算等への
対応

　各まちぢから協議会において地域活動が推進されるよう支援していきます。地域
課題の解決等を行う事業提案に対して財政的な支援を行うため、平成３１年度は当
初予算では６，０００，０００円を計上します。また、本事業に関連した、茅ヶ崎
市地域コミュニティ審議会の運営やまちぢから協議会連絡会の支援のための予算を
併せて計上します。

今後の事業展開

　地域課題の解決や住民間の交流が図られるよう、引き続き、地域担当職員を中心
とした支援を進めるとともに、庁内関係部署と連携を図りながら取り組みます。
　まちぢから協議会未設立地区について、自治会連合会、単位自治会、各種団体と
の意見交換をはじめ、必要に応じて制度周知の機会を設けるなど、地域の特性に応
じた効果的な支援を行います。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

１２，３６９，７２１ ２６，５３９，０００
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１　決算審査における事業評価結果

3

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 総務部　市民課

事業番号 事業名（実施計画） 　香川駅前出張所の運営

８，６３８，０００

事務事業 　香川駅前出張所の運営

議会評価
2

現状のまま継続

　社会構造が変化する中、地域の利便性を強
化することは、都市間競争の観点からも有効
な施策であり、超高齢社会への対応や子育て
支援などにもつながると判断している。マイ
ナンバー制度や委託化・ＡＩ化等、大きく変
化が予想される事業であるため、現状を維持
し、動向を見定める必要がある。

附帯意見

　出張所の真のニーズは、移動困難者等である。そうしたニーズをしっかり捉えて
いるのか、年齢や世代別での利用者の検証が必要である。
　経費節減を図るべきである。
　出張所の機能（市民窓口センターとの違い）の周知を図るべきである。
　立地が住宅地区域にあるため、引き続き出張所の存在を周知する必要がある。

平成３１年度
予算等への
対応

 出張所は、多種多様な業務を取り扱っており、業務は複雑化しています。制度改
正、事務処理の変更などに対応するため、職員研修を更に充実させ、職員のスキル
の向上を図ります。限られた人的資源の中で、コストを抑制しながら、効率的に出
張所を運営します。
　また、本庁市民課と一体となって業務改善に取り組むとともに、業務の効率化や
標準化が期待できるＩＣＴ技術の活用、会計年度任用職員の活用など最適な実施手
法を研究・検討します。

今後の事業展開

　職員研修の実施、取扱業務に関する庁内各課との連携及び情報共有等を継続し、
適正かつ効率的な事務処理を行います。また、市民ニーズの把握を継続的に行い、
身近な地域で利便性の高い窓口サービスを推進します。
　平成３０年１０月に市民課窓口アンケートを実施するとともに、利用者の年齢、
住所等の統計を取った結果、全ての世代に偏りなく、出張所周辺の住民の利用が圧
倒的に多いものの、本庁市民課利用者の香川駅前出張所の認知度は２割弱でした。
これを踏まえ、市役所まで行かなくても手続きができるワンストップ窓口である出
張所の機能を周知し、認知度を上げるための広報活動を充実して、利用促進に努め
ます。
　また、香川駅前出張所は住宅地にあるため、近隣住民の方に更にご利用いただけ
るよう地域での広報活動も行います。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

８，５４３，５３１ ８，６９３，０００
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１　決算審査における事業評価結果

4

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

 出張所は、多種多様な業務を取り扱っており、業務は複雑化しています。制度改
正、事務処理の変更などに対応するため、職員研修を更に充実させ、職員のスキル
の向上を図ります。限られた人的資源の中で、コストを抑制しながら、効率的に出
張所を運営します。
　また、本庁市民課と一体となって業務改善に取り組むとともに、業務の効率化や
標準化が期待できるＩＣＴ技術の活用、会計年度任用職員の活用など最適な実施手
法を研究・検討します。

今後の事業展開

　職員研修の実施、取扱業務に関する庁内各課との連携及び情報共有等を継続し、
適正かつ効率的な事務処理を行います。また、市民ニーズの把握を継続的に行い、
身近な地域で利便性の高い窓口サービスを推進します。
　平成３０年１０月に市民課窓口アンケートを実施するとともに、利用者の年齢、
住所等の統計を取った結果、全ての世代に偏りなく、出張所周辺の住民の利用が圧
倒的に多いものの、本庁市民課利用者のハマミーナ出張所の認知度は約３割でし
た。これを踏まえ、市役所まで行かなくても手続きができるワンストップ窓口であ
る出張所の機能を周知し、認知度を上げるための広報活動を充実して、利用促進に
努めます。
　駐車場の利便性については、施設管理者によるブランチ茅ヶ崎２の駐車場の無料
駐車時間の延長や、警備員による誘導（声掛け、チラシ配布、看板の設置）などの
策を講じています。今後も引き続き施設管理者と改善策を検討していきます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

１０，５７２，１７５ １１，６２５，０００ １０，９５０，０００

事務事業 　ハマミーナ出張所の運営

議会評価
2

現状のまま継続

　社会構造が変化する中、地域の利便性を強
化することは、都市間競争の観点からも有効
な施策であり、超高齢社会への対応や子育て
支援などにもつながると判断している。マイ
ナンバー制度や委託化・ＡＩ化等、大きく変
化が予想される事業であるため、現状を維持
し、動向を見定める必要がある。

附帯意見

　出張所の真のニーズは、移動困難者等である。そうしたニーズをしっかり捉えて
いるのか、年齢や世代別での利用者の検証が必要である。
　経費節減を図るべきである。
　出張所の機能（市民窓口センターとの違い）の周知を図るべきである。
　利用者の駐車場対策等、利便性の向上について検討すべきである。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 総務部　市民課

事業番号 事業名（実施計画） 　ハマミーナ出張所の運営
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１　決算審査における事業評価結果

5

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

 出張所は、多種多様な業務を取り扱っており、業務は複雑化しています。制度改
正、事務処理の変更などに対応するため、職員研修を更に充実させ、職員のスキル
の向上を図ります。限られた人的資源の中で、コストを抑制しながら、効率的に出
張所を運営します。
　また、本庁市民課と一体となって業務改善に取り組むとともに、業務の効率化や
標準化が期待できるＩＣＴ技術の活用、会計年度任用職員の活用など最適な実施手
法を研究・検討します。

今後の事業展開

　職員研修の実施、取扱業務に関する庁内各課との連携及び情報共有等を継続し、
適正かつ効率的な事務処理を行います。また、市民ニーズの把握を継続的に行い、
身近な地域で利便性の高い窓口サービスを推進します。
　平成３０年１０月に市民課窓口アンケートを実施するとともに、利用者の年齢、
住所等の統計を取った結果、全ての世代に偏りなく、出張所周辺の住民の利用が圧
倒的に多いものの、本庁市民課利用者の辻堂駅前出張所の認知度は３割弱でした。
これを踏まえ、市役所まで行かなくても手続きができるワンストップ窓口である出
張所の機能を周知し、認知度を上げるための広報活動を充実して、利用促進に努め
ます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

１４，７１７，３２４ １５，０８８，０００ １４，８７２，０００

事務事業 　辻堂駅前出張所の運営

議会評価
2

現状のまま継続

　社会構造が変化する中、地域の利便性を強
化することは、都市間競争の観点からも有効
な施策であり、超高齢社会への対応や子育て
支援などにもつながると判断している。マイ
ナンバー制度や委託化・ＡＩ化等、大きく変
化が予想される事業であるため、現状を維持
し、動向を見定める必要がある。

附帯意見

　出張所の真のニーズは、移動困難者等である。そうしたニーズをしっかり捉えて
いるのか、年齢や世代別での利用者の検証が必要である。
　経費節減を図るべきである。
　出張所の機能（市民窓口センターとの違い）の周知を図るべきである。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 総務部　市民課

事業番号 事業名（実施計画） 　辻堂駅前出張所の運営
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１　決算審査における事業評価結果

6

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

　現行予算は、屋内温水プールの今後の事業展開に必要となる経費ですが、平成３
１年度は公募による次期指定管理者選定の年度となるため、より利用者に喜ばれる
施設運営に向けた企画提案を求めるとともに、現指定管理者のノウハウを活かした
事業展開を進めます。

今後の事業展開

　屋内温水プールの管理・運営事業は、市民のだれもが気軽にスポーツに親しみ、
スポーツを通じた健康づくりに寄与していると同時に、市民交流の場としての役割
を果たしています。
　しかしながら、本施設が建替えから９年近くが経過していることから、施設・設
備の経年劣化対策として、定期点検をとおして状態を常に把握し、安全と衛生面を
踏まえた施設の維持管理に努めます。
　また、指定管理者を指導する過程においても引き続き維持管理に注視するととも
に、利用者の更なる利便性の向上に向けた協議を継続的に実施します。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

６２，４５１，４２４ ５９，３５８，０００ ６２，３１３，０００

事務事業 　屋内温水プールの管理・運営

議会評価
2

現状のまま継続

　本施設は、健康、学習の観点から見ても、
市民交流の場としても、重要な施設である。
利用者数も増加しており、指定管理者制度導
入の効果が出ているため、現状のまま継続と
する。

附帯意見
　引き続き、利用者に対する安全と衛生面の確保及び設備管理について指導を徹底
していく必要がある。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 文化生涯学習部　スポーツ推進課

事業番号 事業名（実施計画） 　屋内温水プールの管理・運営
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１　決算審査における事業評価結果

7

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 文化生涯学習部　文化生涯学習課

事業番号 事業名（実施計画） 　ハマミーナまなびプラザの管理運営事業

９１，９９２，０００

事務事業 　ハマミーナまなびプラザの管理運営事業

議会評価
2

現状のまま継続

　実績が目標を大きく上回り、利用者数が大幅
に増加していることは大いに評価できる。より
使いやすく愛着が持てる生涯学習の拠点施設と
なるためには、継続した取組を行う必要があ
る。

附帯意見 　駐車場の課題について、引き続き対応を検討する必要がある。

平成３１年度
予算等への
対応

　ハマミーナまなびプラザの利用者が快適に利用できるよう、施設運営に必要な非常
勤嘱託職員の人件費、施設賃借料、光熱水費負担金等について計上しています。
　平成３１年度の予算額は、前年度に比較して２６，４０８，０００円増額します。
主な理由は、前年度まで拠点整備課の予算であった浜見平地区複合施設土地賃借料
（月額２，５３７，０００円）を、３１年度より当課予算として計上するためです。

今後の事業展
開

  より使いやすく愛着が持てる生涯学習の拠点施設を目指して、関係部署・関係機関
と定期的に情報交換を行うとともに、施設案内や施設利用者・近隣住民等との意見交
換を通し、施設の機能や特徴を知ってもらい、備品等の使い方も含め施設を快適に
使ってもらう取組を引き続き進めていきます。
　また、諸室を講座等で活用するほか、ＳＮＳ等の情報媒体も活用して施設周知及び
利用率向上を図ります。毎年開催している学びフェスタでは、施設管理者、各事業
者、ＮＰＯ法人、地域と連携しながら、より多くの方にハマミーナまなびプラザを利
用していただけるような企画を展開し、充実を図っていきます。
　また、駐車場混雑を緩和するために、施設管理者によるＢＲＡＮＣＨ茅ヶ崎２の駐
車場の無料駐車時間の延長や、警備員による誘導（声掛け、チラシ配布、看板の設
置）などの策を講じています。今後も引き続き施設管理者と改善策を検討していきま
す。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

６０，５０７，７３９ ６５，５８４，０００
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１　決算審査における事業評価結果

8

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

　外国人英語指導助手については平成３０年度まで業務委託による複数年契約を
行ってきましたが、３１年度については、３２年度までの２年間における派遣契約
を行います。
 小学校新学習指導要領の全面実施に伴い、３２年度から小学校の外国語科・外国語
活動の授業時数の増加が予定されていますが、３１年度は３０年度と同じ授業時数
のため、３１年度の予算は３０年度と同程度としました。

今後の事業展開

　平成３２年度からの小学校新学習指導要領の全面実施に伴う小学校高学年におけ
る外国語の教科化、及び中学年における外国語活動の導入等、小学校外国語教育の
拡充に対応する上で、授業における外国人英語指導助手の更なる活用が求められま
す。
　新学習指導要領全面実施に向けた移行期間の２年目である３１年度は、より効果
的な外国人英語指導助手の活用について研究を進めるとともに、小学校の外国語科
及び外国語活動の授業時数が増加する３２年度以降の外国人英語指導助手の配置日
数の更なる増加に向けて検討していきます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

２５，０１２，００８ ２５，０１３，０００ ２５，４９０，０００

事務事業 　外国人英語指導助手活用事業

議会評価
１

拡充

　多くの児童や生徒が、ネイティブな英語に
触れ、英語を話す機会が得られることによ
り、コミュニケーション能力が向上し、大き
な自信につながる。今後、国家戦略として、
さらなる外国語教育の充実が求められること
からも拡充とする。

附帯意見 －

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 教育推進部　学校教育指導課

事業番号 事業名（実施計画） 　外国人英語指導助手活用事業
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１　決算審査における事業評価結果

9

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

　精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進事業について、神奈川県か
らの受託事業として実施する予定です。保健・医療・福祉関係者対象研修会に伴う講
師謝礼、連携強化のための意見交換を行う茅ヶ崎市保健所地域精神保健福祉連絡協議
会開催に伴う委員謝礼を計上しています。
　また、措置入院者退院支援について、入院先の医療機関等訪問のための職員旅費を
計上しています。

今後の事業展開

　地域精神保健福祉業務の中心的な役割を担い、精神障害者の早期治療、社会復帰及
び自立と社会活動への参加を促進するため、地域精神保健福祉連絡協議会の運営及び
措置入院者の退院支援を実施します。
　精神障害にも対応した包括ケアシステム構築推進事業を神奈川県から受託し、実施
します。地域精神保健福祉連絡協議会において、研修を実施するとともに課題共有及
び意見交換を行い、連携強化、体制整備に取り組みます。
　また、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律による措置入院者への支援のた
め、関係各課及び関係機関との連携し、退院に向けた支援の調整を行っていきます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

８６９，２８０

平成31年1月現在の予算現額
１，６４２，０００

（決算事業評価シート記載額
１，０９２，０００）

１，５３７，０００

事務事業 　精神保健対策等に関する事務

議会評価
１
拡充

　保健所事務が県から市に移管されたことによ
り身近な相談機関として認知されたと思われ
る。また、心の健康保持に関する相談件数も増
えている。今後さらなる需要が見込まれること
や、支援を必要としているが潜在化している人
たちへのアプローチ等の改善が望まれることか
ら拡充とする。

附帯意見

　新たな入院や再入院を防ぐために、多職種の連携によるアウトリーチ支援により精
神障害者の地域生活を支援することが、今後さらに重要となってくる。そのためには
増員と専門的な人材の育成が必要である。
　市民対応における職員のスキルアップなど庁内での活用も進んだことから今後さら
に取組を推進する必要がある。
　平成29年度の実績を踏まえた改善に取り組むとともに関係部署と連携を図り、包括
的な支援体制を構築する必要がある。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 保健所　保健予防課

事業番号 事業名（実施計画） 　精神保健対策等に関する事務
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１　決算審査における事業評価結果

10

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

　学園祭等での普及啓発物品費用、普及啓発講演会及び救急病院・精神科医療機関
連絡会の講師謝礼、自殺対策計画推進委員会（１回）開催に伴う委員報酬等を計上
しています。

今後の事業展開

　「いのち支えるちがさき自殺対策計画」策定後、初年度の取組として、ゲート
キーパー養成研修を積極的に開催するとともに、こころの健康や経済的な問題など
の相談に専門の職員が対応する包括相談会を実施します。また、普及啓発講演会の
開催、地域の学園祭等でのキャンペーン実施に取り組みます。
　自殺対策計画推進委員会及び救急病院精神科医療機関連絡会、自死（自殺）対策
庁内連絡会を開催し、地域の課題共有、意見交換を行い、関係各課及び関係機関と
の連携を強化し、体制整備に努めます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

１２９，０２２ １，２９８，０００ ２１３，０００

事務事業 　自殺対策等に関する事務

議会評価
１
拡充

　市民の命を守る自殺対策のPDCAサイクルに
取り組むためには、現場をよく理解し、街頭
での啓発活動、自殺未遂者支援、庁内や医療
関係機関等の意見交換会や連絡会議、ゲート
キーパー養成研修などをさらに推進する必要
がある。そのためには、関係機関と連携し自
殺対策を支援する機能強化及び早急な体制整
備と、人員の確保が必要であるため拡充とす
る。

附帯意見
　いのちの電話等、県や市民団体等で実施しているさまざまな自殺対策の取組につ
いても、市としてさらに周知を進める必要がある。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 保健所　保健予防課

事業番号 事業名（実施計画） 　自殺対策等に関する事務
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１　決算審査における事業評価結果

11

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への

対応

　平成３０年度と同様の予算内容を計上しました。
　主な内容としては、普及啓発用に作成するチラシ等の印刷製本費、公益社団法人
神奈川県食品衛生協会の１支部である茅ヶ崎地区食品衛生協会の事業費に対する補
助金等となります。

今後の事業展開

　講習会の定期的な受講により最新の知見を得る事が「食の安全・安心」に繋がる
ため、より身近な市保健所として、引き続き事業展開を行います。
　また、平成３０年６月に食品衛生法が１５年振りに改正され、食品事業者に求め
られる内容も多くなることから、開催日時や周知方法などについて様々な観点から
検討し、受講率向上に向けて努めます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

９２，０５０ １０３，０００ １０３，０００

事務事業 　食品衛生知識の普及啓発

議会評価
2

現状のまま継続

　食品衛生の県所管時と比較して、事業の水
準を落とさず、より地域に密着した事業を実
施していることは評価できる。食中毒の発生
予防のための監視・指導等、市民の食の安
全・安心を守ることは必要な事業であり、現
状のまま継続とする。

附帯意見
　食品衛生責任者講習会を年１９回開催したが受講率が約５０パーセントであっ
た。県条例で年１回の受講義務を課していることからも、講習会を開催する日時や
場所、周知の方法等を工夫し、受講率の向上を図る必要がある。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 保健所　衛生課

事業番号 事業名（実施計画） 　食品衛生知識の普及啓発
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１　決算審査における事業評価結果

12

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

　消費税増税を踏まえた中で、平成３０年度と同様の予算体系としています。虚弱
化傾向にある高齢者を対象とした歌体操教室を拡大するため、その指導者への謝礼
等及び介護予防ボランティアの養成や研修等の講師謝礼を増額しました。

今後の事業展開

　高齢者の健康度や体力等に応じた支援が求められているため、介護予防に繋がる
様々なサービスや取組と連携しながら、一般介護予防事業の事業展開を図ります。
具体的には、虚弱傾向にある高齢者を対象とした短期集中通所型サービスの周知に
努め、利用者を増やすことにより、そのフォロー教室の充実を図ります。
　また、転倒予防教室について、高齢者自身が転倒予防教室をこれまで以上に有効
活用できるように、運動強度の高い会場を設け、高齢者が自分の体力等に合わせて
会場を選択できる仕組づくりや、６５歳になった方に無料の利用券を一部配布する
などの工夫を平成３１年度から実施します。
　３つの介護予防ボランティア（高齢者支援リーダー、歌体操ボランティア、フレ
イルサポーター）の養成や研修等を開催するとともに、元気高齢者自身も介護予防
ボランティアとして活動できるよう調整します。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

２１，５９４，９８７ ２６，２４８，０００ ２６，７５４，０００

事務事業 　一般介護予防事業

議会評価
１
拡充

　介護予防のための高齢者の健康増進施策
は、今後ますます需要が増加する。限られた
財源のもとで効果を上げるためには、住民と
協働し、指導者の育成、住民のネットワーク
づくりの強化が必要である。短期集中通所型
サービスフォロー教室が未実施であったこと
も踏まえ、さらなる取組を求め拡充とする。

附帯意見
　高齢者全体の健康増進を図るため、転倒予防教室未参加者への無料体験チケット
配布等の工夫により、介護予防への関心の低い層や予防対策にたどり着けない層へ
の効果的なアプローチが必要である。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 福祉部　高齢福祉介護課

事業番号 事業名（実施計画） 　一般介護予防事業
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１　決算審査における事業評価結果

13

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 都市部　都市政策課

事業番号 事業名（実施計画） 　住環境整備事業

１２，４６５，９８０

事務事業 　住環境整備事業

議会評価
１
拡充

　「住まいの相談窓口」や「空き家マッチン
グ制度」の創設及び空家等対策計画を策定し
たことにより適正管理につながるなど、成果
を上げている。相談件数も増えている現状か
ら、相談に十分に応えることのできる専門部
署の設置による体制強化、また、空き家問題
を生じさせないためのさらなる適正管理と予
防方法の周知が重要であることから拡充とす
る。

附帯意見
　空き家の発生予防など地域での取組の支援や空き家利活用など本市の課題に対応
した条例化の必要性について再考すべきである。
　空き家の改修補助について検討すべきである。

平成３１年度
予算等への

対応

　少子高齢化や人口減少社会により多様化する居住ニーズを考慮した住環境の整備
のため、「住まいの相談窓口」を継続するとともに、今後の相談体制について検討
します。
　増加する空き家等への対策のため、空き家実態調査を実施し、平成３２年度改訂
の「茅ヶ崎市空家等対策計画」に盛り込む空き家に対する施策の検討準備を行うた
め、委託料を増額します。

今後の事業展開

　「住まいの相談窓口」について、引き続き関係課及び協定団体先と連携を図ると
ともに、相談件数の増加に対応できる体制強化に向けて検討します。
　「空き家活用等マッチング制度」について、効果的な空き家利活用促進に向け、
引き続き周知・啓発に努めます。
　また、本市の空き家対策のうち、発生予防が重要であるため、平成３１年２月に
「住まいと終活セミナー」を実施し、これまでの高齢世帯への周知だけでなく現役
で働いている世帯にも住まいの終活について意識いただけるよう周知します。
　空き家に対する改修費等の補助制度について、空き家所有者や空き家活用等希望
者のニーズを把握し、制度のあり方を含め調査研究します。
　空き家対策について、法に基づく措置等により一定の効果が確認できています
が、空き家に関する条例制定の必要性について、「茅ヶ崎市空家等対策計画」に位
置付けている各施策の進捗状況、条文の検討、法律との兼ね合い等、更に継続的に
検討します。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

４，５７６，７４０ ６，００１，０００
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１　決算審査における事業評価結果

14

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

平成３１年度
予算等への
対応

　引き続き市民団体と連携しながら、特別緑地保全地区の保全管理を推進します。
　また、特別緑地保全地区において、土地所有者からの行為の申請等に対して、都市
緑地法に基づいた事務手続き（土地の買入れなど）を行います。
　さらに、平成３１年度から、新たな特別緑地保全地区指定に向けた測量調査などに
着手します。

今後の事業展開

　特別緑地保全地区（清水谷、赤羽根字十三図周辺）については、引き続き市民団体
と連携しながら、地区の状況を踏まえた保全管理を推進します。その中で、活動の担
い手確保を含めた支援に取り組んで行きます。
　また、「茅ヶ崎市みどりの基本計画　生物多様性地域戦略」（平成３０年度内策定
予定）に位置付けた、新たな特別緑地保全地区指定を推進します。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

３２，７９４，７１６

平成31年1月現在の予算現額
３８，３９７，０００

(決算事業評価シート記載額
　３８，３３７，０００)

２２，３４２，０００

事務事業 　特別緑地保全地区等指定の推進

議会評価
2

現状のまま継続

　行谷地区に関しては自然環境団体や学識者
等、市民との協働によりエリア設定ができたこ
とは評価できる。事業の指標である、特別緑地
保全地区指定累計箇所数が目標の４箇所に対し
て、実績が２箇所となっているため、目標達成
に向けて引き続き取り組むことを求め現状のま
ま継続とする。

附帯意見

　保全・管理に関しては専門性を有する自然環境団体等の協力により行っているが、
継続性を担保するには担い手の育成に取り組むことも必要である。そのためには学
校、地域と連携する取組も必要である。また、市民の関心・理解を深めるために観察
会の開催等を積極的に進め、将来的に立ち入りできる環境整備も検討すべきである。

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 都市部　景観みどり課

事業番号 事業名（実施計画） 　特別緑地保全地区等指定の推進
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１　決算審査における事業評価結果

15

理由

２　評価結果の反映状況

（１）評価結果を踏まえた今後の事業展開

（２）平成３１年度予算等への反映状況

決算審査における事業評価結果の平成３１年度予算等への反映状況

事業主管部課かい名 都市部　景観みどり課

事業番号 事業名（実施計画） 　公共サインガイドライン推進事業

７，６６０，０００

事務事業 　公共サインガイドライン推進事業

議会評価
2

現状のまま継続

　公共サインガイドラインに沿って整備が進
められており、聞き取り調査や実態調査か
ら、利用者に分かりやすいものとなっている
ことは評価できる。また、茅ヶ崎らしい公共
サインの推進は、景観形成にとっても有益だ
と考える。そのため、引き続き、ガイドライ
ンに則した公共サインの市内全域での整備が
必要であり現状のまま継続とする。

附帯意見

　公共サインは、住んでいる人や訪れた人にとって分かりやすい情報を提供するも
のであることから、サインに対する共通認識を図るとともに設置場所についても一
定期間経過後に検証が必要である。また、動線整備や既存の公共サインの見直しを
踏まえ、設置箇所の増設を検討していく必要がある。

平成３１年度
予算等への
対応

　平成３０年度から、香川駅から（仮称）茅ヶ崎市歴史文化交流館までのサインの
配置及び実施設計を進めています。３１年度も引き続き、実施設計を進めていきま
す（３０・３１年度債務負担行為）。
　また、各課かいが設置や維持更新するサインについては、適宜、協議を行いま
す。

今後の事業展開

　（仮称）茅ヶ崎市歴史文化交流館、道の駅、茅ケ崎駅南口広場再整備など多くの
利用者が予想される整備に併せて、利用者の動線等を踏まえて、順次、サインの配
置等の検討や整備を進めていきます。
　また、各課かいが所管している既存のサインについては、更新時期に併せて、所
管課かいと連携し、地域の実情に併せサインの配置等を見直していきます。

事業費

平成２９年度決算額（円） 平成３０年度予算額（円） 平成３１年度予算額（案）（円）

１３，４３２，４１４ ２，５６０，０００
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